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よる高齢者虐待と判断された件数は 408 件（前年度の 300 件と比べて 108
件の増加）、養護者（家族等）による高齢者虐待と判断された件数は 1 万
5976 件（前年は 1 万 5739 件）である。これをほぼ 10 年前の平成 18 年度















少なくとも推計 2000 件と記載した2。それが 2016 年には 12 万 2578 件に
なっている3。一見すると 27 年で 60 倍になったように見える。しかし、
本当に虐待件数がこれほど増えたのだろうか。虐待する親がかつては少な
2	 樋口範雄「アメリカにおける児童保護の法システムと日本の法制度への示
唆」ケース研究 227 号 2 頁（1991）。



































ぼ 13 分の 1 にあたる 26 万人が何らかの虐待を経験していた。さらに、特





リカでは 300 万人以上の高齢者が、日本でも 250 万人もの高齢者が虐待を
経験していることになる。あくまでも仮定のうえでの議論ではあるが、こ












University,	&	New	York	City	Department	 for	 the	Aging.	（2011）.	Under 












福祉施設が 530,280 人、介護老人保健施設が 370,366 人、介護療養型医療
施設が 59,106 人（ただし、これは 2016 年 10 月現在のそれぞれの施設の定
員数）である9。仮に、これらの定員がすべて満たされており、この合計
数、約 96 万人に、有料老人ホームの定員約 35 万人を加えると10、合計で



























































































14	 高齢者虐待防止法第 2 条第 4 項、第 5 項参照。なおわが国の高齢者虐待防
止法の概要とその検討については、高橋脩一「高齢者虐待と法」樋口範雄・
関ふ佐子編著『高齢者法』第 7 章（東京大学出版会・2018 刊行予定）参照。
さらに、アメリカの高齢者虐待防止センターの記述では、セルフ・ネグレク
ト（自己放任）も含めている。



























全国高齢者虐待防止・養護者支援担当者会議資料（2006 年 4 月 24 日）「高















































































































































































































































































































年 29 億ドルも失っているとされる。たとえば、2015 年の SEC（Securities	




また、2009 年および 2011 年のメットライフ（アメリカの保険会社）によ
る調査研究によれば、経済的搾取・虐待のターゲットとなる高齢者の典型










































これら 3 つの事例は、いずれも経済的虐待・搾取を疑わせる。第 1 の事
例は、息子によるもの、第 2 の事例は父親の女友達によるもの、第 3 の事
例は父親の息子（相談者の兄）によるものである。これらの事例に遭遇し
た弁護士には、アメリカの高齢者法で基本となる 4 つの C で始まる視点・
視角を適用し、経済的搾取・虐待の発見および防止に寄与するチャンスが
ある。

































第 2 の C、Conflicts	of	 interest（利益相反に注意すること）に移ろう。

























第 4 の C、Competency	（依頼人に十分な能力があるか否かに注意す













































































































































































21 万 5000 ドルを不正に横領されるのを放置した金融事業者に対し、2016






48	 より詳細な説明は、Verges,	 前掲注 26）の論文 32 頁以下。なおこの規則











































り、1 件の通報の裏に 5 倍、8 倍、あるいは 10 数倍ないし 20 倍以上の実
数が隠れているとされるのと53、大きな認識の差異がある。しかも表に出
てきた数字だけでも大きく異なる。たとえば、カリフォルニア州の高齢
者保護局への高齢者虐待通報件数は、2013 年 7 月から 2014 年 6 月までの
1 年間で 9 万 302 件に上る54。この時期、カリフォルニア州の人口は 3800









53	 たとえば 5 倍。Sholian,	supra	note	35,	at	1475,	n.32.	あるいは 24 倍。NCEA,	
Elder	Abuse,	Research	and	Statistics	（https://ncea.acl.gov/whatwedo/re	
search/statistics.html）一般的な指摘として、The	MetLife	Study	of	Elder	
Financial	Abuse,	supra	note	29,	at	23.
54	 カリフォルニア州の高齢者虐待通報件数については、次のサイトを参照。
http://www.cdss.ca.gov/research/res/pdf/daptrends/SOC242M6Juris.pdf
高齢者虐待と専門家の責任
（73）102
報をする場合を除いて、完全に免責されること）を認めるべきである。
さらに、アメリカの動きのうち注目すべきは、特に経済的搾取・虐待と
いう発見しにくい種類の虐待について、やはりそれを発見しやすい立場に
ある弁護士や金融事業者という専門家に対し、虐待の防止や継続を防ぐ行
動を促すと同時に、高齢者保護局への通報を可能にすべきだ（あるいは義
務とすべきだ）とする議論があることである。
わが国においても、近年、高齢者への不適切な投資勧誘が問題となっ
て、適合性原則などに関する裁判例や金融庁の監督指針、さらに日本証券
業協会によるガイドラインの策定がある 55。だが、これらの動向も、それ
ぞれの事業者が守るべき手続等を細かく規制する方向は明らかであるもの
の、さらに一歩を進めて、これら事業者が、高齢者を保護し危険な兆候
（赤信号）を発見して何らかの策を講ずることまでは想定していない。
21 世紀は専門家の時代でもあり、各種の専門家の活用をもっと考えて
よいと思われる。専門家責任とは、単に専門家自身が誤ったことをしない
だけではなく、依頼人のために最善を尽くす､ さらにいえば依頼人の最善
の利益を図ることまで含むからである。超高齢社会が直面する高齢者虐待
という課題についても、専門家を巻き込んだより戦略的な法的対応が求め
られる。
55	 わが国の適合性原則に関する文献として、角田美穂子『適合性原則と私法
理論の交錯』（商事法務・2014）（ドイツでの議論を紹介し日本法への示唆を
説く）、堀田佳文「投資取引における説明義務と適合性原則」岩原紳作・山
下友信・神田秀樹編『会社・金融・法（下巻）』311 頁（商事法務・2013）、
黒沼悦郎・太田洋編著『論点体系　金融商品取引法 2』148 頁（第一法規・
2014）など。より一般的に高齢者への投資勧誘・販売ルールを説明する者と
して、香月裕爾『Q&A　よくわかる高齢者への投資勧誘・販売ルール』（金
融財政事情研究会・2014）。
